
各省庁新着情報（確定申告留意事項・知的財産制度テキスト・軽減税率対策補助金申請期限 

及び平成 30年度税制改正大綱）について（周知依頼） 

支部長 各位 

日ごろは、会務運営にご協力いただき誠にありがとうございます。以下の 4 点につきまして、有用な

情報であることから会員の皆様へご周知くださいますようお願い申し上げます。 

１．国税庁「平成 29年分の確定申告においてご留意いただきたい事項」 

国税庁は、1月 17日、平成 29年分の確定申告において注意が必要な以下の事項についてまとめた資料

を公開いたしました。 

1.医療費控除が変わります      2.医療費控除とセルフメディケーション税制の減税額試算 

3.マイナンバーの記載等をお忘れなく 4.忘れていませんか、その所得 申告漏れにご注意を 

5.確定申告は、自宅から“インターネット”が便利です 

6.申告相談会場に関するご案内、確定申告の受付期間及び納期限等 

それぞれの事項についての詳細は、下記の国税庁ホームページをご覧ください。 

● 国税庁「平成 29年分の確定申告においてご留意いただきたい事項（平成 30年 1月）」 

 → http://www.nta.go.jp/kohyo/press/press/2018/shinkoku/index.htm 

２．特許庁「平成 29年度知的財産権制度説明会（初心者向け）テキストの提供について」 

 特許庁は、社内研修等で利用可能な平成 29年度知的財産権制度説明会（初心者向け）テキスト『知的

財産権制度入門』を PDF形式で提供しています。 

 詳細については、下記の特許庁ホームページをご確認ください。 

● 特許庁「平成 29年度知的財産権制度説明会（初心者向け）テキスト」 

→ https://www.jpo.go.jp/torikumi/ibento/text/h29_syosinsya.htm 

３．中小企業庁「軽減税率対策補助金の申請受付の期限を決定しました」 

中小企業庁は、1月 9 日、軽減税率対策補助金の申請受付期限を 2019 年 12 月 16 日(月)とすることを

発表いたしました。ただし、複数税率対応レジおよび受発注システムの導入または改修を終え、支払い

を完了する期限は 2019年 9月 30日(月)となります。  

本件及び軽減税率対策補助金の詳細については、下記の中小企業庁ホームページをご確認ください。 

● 中小企業庁「軽減税率対策補助金の申請受付の期限を決定しました」 

→ http://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2018/180109zeiritu.htm 

４．平成３０年度税制改正大綱 

 平成 29年 12月 22日、「平成 30年度税制改正の大綱」が閣議決定されました。 

 詳細については、下記のホームページをご確認ください。 

● 財務省「平成３０年度税制改正大綱」 

→ http://www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy2018/20171222taikou.pdf 

平成３０年１月３１日 

                              総合企画部長 大西 勉 
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